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女性と高齢者が支える家計消費  発表日:2013年3月5日(火) 

～配偶者収入と公的年金給付が増えている～  

               第一生命経済研究所 経済調査部 

          担当 熊野英生（℡：03-5221-5223） 

  2013年に入って、家計消費が堅調に伸びるようになってきた。収入面では、世帯主収入が低調な一方で、配偶者収入

増と公的年金給付が増えている。女性の労働参加は、65歳以上の雇用増が目立っている。今後、世帯全体の収入増を目

指そうとすると、配偶者収入や年金給付が大きく増えることは限界があり、やはり世帯主収入が牽引することが期待される。 

 

世帯主の収入減の代わりに 

消費支出の底堅さが目立っている（図表１）。2013 年

1 月の実質消費支出は、前年比 2.4％の増加になった。季

節調整値の推移をみても、除く住居等は実質で 4 か月連

続の前月比プラスで推移している。2012 年中は景気後退

期にあった時期にもかかわらず、家計最終消費は異例の高

い伸び率を示した。こうした背景には、女性と高齢者が所

得の伸びが続いていることがある。 

一般的に、家計消費は「賃金が上がらないから伸びな

い」と単純に結論付ける人が多い。毎月勤労統計の現金給

与総額は、9～12月まで４か月連続の前年比マイナスで、ようやく1月にプラスになった。しかし、世帯全体では、

世帯主収入の増加以外の部分が伸びることによって、家計消費の増加を支えているのが実情だ（図表 2）。総務省

「家計調査」の勤労者世帯の収入内訳をみると、配偶者の勤労収入は1月14.9％増加（2012暦年10.5％）してい

る。家計全体は、妻の収入増加によって収入が押し上げされた格好だ。 

もうひとつ、公的年金給付の増加という要因もある（図表 3）。団塊世代の年齢は、2011～2013 年度にかけて

65 歳以上になっている。国民年金や厚生年金定額部分の支給開始が行われて、年金支給の裾野が広がっている。

こうした団塊世代の公的年金増加は、家計所得の押し上げに寄与している。公的年金基礎部分の半分は国庫負担で

あり、また、2012年は特例水準の解消が先送りされたので、政府から家計への所得移転が進むかたちになった。 
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全体としては、世帯主収入の増加が期待できない状況

下、配偶者や高齢者によって消費が支えられる図式が強ま

っている（図表4）。 

 

労働参加が進む高齢女性 

女性と高齢者の所得押し上げは２つの別々の要因にみ

えるが、ともに重なっている部分もある。女性の所得増は、

女性の就業者数の増加による効果が大きい。労働市場に参

加していく女性の人数が多くなるから、総体としての所得

増加が進む。そこで、より仔細にどの年齢層の就業者数が

増えているのかを調べると、年齢が 55 歳以上の女性の就

業増加が増えていた（図表5、6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした変化は、団塊世代の就業行動を反映している部分が大きい。団塊世代の世帯は、2007～2009 年に世帯

主が 60 歳になり、2012～2014 年にいよいよ 65 歳の年齢に達する。65 歳になれば、国民年金が支給開始になっ

たり、公的年金の定額部分は支給され始める。団塊世代の夫婦世帯は、年金支給で生活の安心が担保される、と感

じるよりも、むしろ先行き不安を募らせていただろう。そうした心理に背中を押されて、高齢世帯では就業に就く

高齢女性が増えてきた。特に、65 歳以上の女性の雇用者数の伸びは、過去 5 年間で 39％増であり、過去 10 年間

と比較すると 2 倍（103％増）になっている。男性の場合でも、65 歳以上は過去 5 年間で 19％増、過去 10 年間

で59％増と高い伸びになっている。男女ともに、65歳以上の高齢者の労働参加が進んでいる。 

考えてみれば、女性と高齢者の所得が増加することは、自然の成り行きである。労働力全体に占める女性と高

齢者の比率は年々上昇している。確かに、正規雇用者として働く女性･高齢者の割合は低く、賃金水準は高くない。

65 歳以上の女性の中には、65 歳未満の時期からパート労働に長期間携わっていて、65 歳以上になっても働き続

けたいと考える人が多かったのだろう。 

高齢者雇用が非正規雇用に偏る背景には、労働市場への参入障壁の問題がある。女性と高齢者は、パート労働

で職を見つけやすかったのである。もしも、高齢者の所得増を促そうとすれば、なるべくシニア層が正社員で働き

続けることが望まれる。しかし、高齢者向けの再雇用義務化のような方法では、新しく正社員になろうとする高齢

層には新規参入のハードルが高くなってしまう。本来、正規雇用で高齢者が雇用されるルートを太くすべきだろう。 
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女性型消費は増えていない 

筆者は、配偶者の収入が増加したことに反応して、女

性が率先して支出する消費費目が増えるのではないかと予

想した。 

もっとも、家計調査は、調査単位が 1 世帯になってい

るため、個人の女性が率先して何に支出しているのかとい

う個々の消費費目を特定することは判別できない難点があ

る。そこで、筆者は擬似的手法で、単身世帯の男女別消費

を参照することにした。具体的には、2012 年の 65 歳以

上の単身女性の消費支出を、65 歳以上の単身男性の消費

支出で割って、その倍率の上位品目を探ってみた（図表

７）。単身･高齢女性が率先して支出している品目は、和

服、生地・糸類、家具、理美容用品が上位を占めていた。 

しかし、配偶者の収入と、2 人以上世帯の品目別支出の

増減をみると、女性が率先して増やすと予想される項目は

関連性が乏しかった。むしろ、家具･寝具、婦人服・子供

服、和服、生地糸類は逆相関になっていた。これは、衣料

品の支出が世帯主収入の増減に敏感であり、配偶者収入が多くの場合、世帯主収入とは逆の動きになっているため、

見せかけの逆相関になるからだと考えられる。 

このことが意味することは、世帯の消費が、妻・夫という個人単位の収入に影響を受けるのではなく、世帯全

体の収入によって左右されるということだ。たとえ世帯収入が女性中心に増えたとしても、世帯単位で収入が減っ

ていれば、女性が消費を増やす訳ではない。これは、世帯主の男性の収入が増えれば、婦人服などの女性の消費が

増えることを思い出せばよい。家計の財布の紐は、妻が握っていて、男性が稼いだ収入も、女性が稼いだ収入も、

妻の裁量の下で一元化されて管理されるということも多いだろう。世帯収入は、誰が稼ぐかが問題であるというよ

りも、世帯収入全体を誰がどのくらい増やすかが問題になると理解できる。 

 

世帯収入を増やすには 

世帯の収入構成は、過去と現在で

は大きく変わってきている。特に、リ

ーマンショック後は、世帯主収入のウ

エイトが顕著に落ちた。過去は、

1963～1994 年までは世帯主の収入が

占める割合は 84％以上であった。そ

のウエイトは 1995 年頃から低下が進

み、2005 年ごろから漸減して、それ

がリーマンショック以降は急低下した

（図表８）。さらに、厚生労働省「毎

月勤労統計」でみると、2012 年春先

以降、男性の現金給与総額は大きく落
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ち込んでいる。景気後退期になると、世帯主収入は賃上げ圧力に対して極めて脆弱になっている。 

今後、世帯全体の収入を増やすには、やはり世帯主の賃金水準が上昇していくことが望まれる。例えば、世帯

主の収入が 1％増えれば、1 世帯全体の経常収入が 0.81％増えるのに対して、配偶者の収入が 1％増えたのでは

0.12％しか増えない。配偶者の労働参加がさらに進んでいき、男女ともに 65 歳以上の世帯構成員の就業環境が改

善することが予想されるが、それだけでは世帯収入全体を押し上げる効果は大きくはない。 

これまで女性や高齢者の就業が増えてきた背景には、男性・正規雇用者の賃金水準が高かったために、非正規

雇用の女性･高齢者へのシフトが起こったという事情がある。ならば、男性・正規雇用者の賃金水準がさらに高ま

っていくことが女性・高齢者の待遇改善にも波及していくと考えられる。そうした意味で、今後、景気情勢の本格

的回復が、世帯主の収入増へと波及していくことは、結果的に女性･高齢者の収入を変化させていくと考えられる。 


